（法第２８条第１項関係様式例）

令和2年度事業報告書

　　令和2年4月1日から令和3年3月31日まで

（ＮＰＯ法人ちぽりーの）

１　事業報告
　開設5年目を迎え、今年度も児童福祉法に基づく児童発達支援事業、放課後等デイサービス事業の多機能型事業を行った。短期入所は令和2年4月で閉所し、児童発達支援、放課後等デイサービスの日中活動の体制充実を図った。
　コロナウイルス感染症、豪雨を抜きに語ることができない年ではあったが、そのような中でも行政からの補助金、企業団体助成金をいただき、軽自動車を購入し送迎時の密を避け、日よけ工事を行い猛暑の中でも屋外活動を行うことができた。さらに地域の方の協力を得ることで公民館の使用を許可していただいた。多くの方の力を借りた一年であった。突然の休校、保護者への送迎依頼、少人数対策等できることをその時々に行ってきた。その結果、やはり基本の「密を避ける、手洗いうがい、マスク着用」を日々行うことで過ごしてきた。職員のコミュニケーション、学習の場をどのように保障するのか試行錯誤し話し合い、研修についてはオンラインで参加し、定例事業所内学習会を行った。子どもとの距離が近くなる職種ゆえ職員のストレスは計り知れないが、この一年を乗り越えられたことは財産となっている。
このような中、児童発達支援では、親子療育を基本とし子どもの変化をその場面で伝えることで、大人の声掛けのタイミングや、子どもの意思を保護者と確認し「待つ」ことの大切さを共有した。さらに特性や年齢に応じた曜日編成を行うことで、お友達の刺激を受け成長する姿が見られ、療育での変化が徐々に家庭や保育園等でも見られるようになっていることを保護者、担任の先生方との連携で確認することが出来ている。
放課後等デイサービスでは、前年度提示していた「デイサービスからの卒業」について1年間をかけて取り組みを行い、次の子どもへの伝承を行うことで、下級生が今後を見通し自覚を持つきっかけとなった。
個別活動を行い、子どもの動向、言葉に耳を傾け具体的な言葉で日々の記録を行い職員間で共有した。事務作業ミーティングの見直しを行うことで支援の共有や残務処理を減らすことが出来ている。
２　事業の実施に関する事項

(1)　特定非営利活動に係る事業

	定款の

事業名
	事　業　内　容
	実施

日時
	実施

場所
	従事者の人数
	受益対象者

の範囲及び

人数
	支出額

(千円)

	1 児童福祉法に基づく障害児通所支援事業
	児童発達支援の親子療育、放課後等デイサービスを行い発達に応じた療育を行う


	通年
	法人施設　　　　　　　　荒尾市野原字西原八八番地
	4名　パート8名
	荒尾市とその近郊の47名


	31,369千円

	2 障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス事業
	短期入所を行うことで生活力を付ける為の支援を行う
	4月
	法人施設　　　　　　　　荒尾市野原字西原八八番地
	
	荒尾市とその近郊の0名


	291千円


